平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書

	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	佐藤　潤・小田中　稔・水江　一弘・児玉　智明・高橋　直美・立野　浩靖

	調査実施年月日
	2011年10月3日

	調査先　自治体名等
	香川県　丸亀市　生活環境部　地域振興課

	調査項目
	①ステップアップ補助事業②提案公募型協働事業③コミュニティバス事業

	調査目的
	①②市民協働事業の取り組みの検証　③公共交通の課題検証

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：43,116人（Ｈ23.4.1現在）　　　行政面積：111.80ｋ㎡

２　視察内容

①ステップアップ補助事業は、ボランティア、市民活動団体の「自主的・自発的な活動」を支援し、活動の活性化を図ることで団体を育成すると共に、市事業への参画を考えてもらう契機となるよう開始された。（年間予算６０万円１２事業まで）

②提案公募型協働事業は、「市の提案する事業」に対し、市民活動の特性及び協働のメリットを活かした企画を公募し、市民ニーズに沿った質の高い公共サービスの提供につなげることを目的として実施された。（年間予算３００万円６事業まで）

③コミュニティバス事業は、市内バス事業者の路線廃止に伴い運行が開始され、陸上部の他、２島（本島、広島）でも運行がされている。広島においては、NPO法人が運営に当たり、特に高齢化が進んでいる実態もあり、住民にとって欠かせない公共交通となっている。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	①この事業は、市民団体が既存の活動のみに止まらず、新たな活動の展開や活動の幅を広げる事業などに対して補助を行い、活性化を図ることで団体を育成するとともに、市事業への参画を考えてもらう契機となるよう開始された。事業内容や次年度以降の取り組みについて、より公益的な内容でかつ継続可能な事業となるよう、団体と協議しながら進めている点が市民活動団体の企画・運営能力を高めているとの感想を持った。一方、解決すべき課題としては団体メンバーの固定化や高齢化によるリーダー不足があげられ、本市同様の課題と感じられた。②提案公募型協働事業のメリットとしては、新たな市民ニーズの掘り起こし、市ではできないような市民活動団体独自の方法で事業を実施できるなどがあげられる。事業開始当初は企画部門の所管であったが、機構改革により市民部門に移管されたこともあり、全庁的な取り組みから縮小されてはいるが、各課に協働推進員がおかれ、市民団体との協働の窓口となる体制が取られている点が評価でき、本市でもすべきとの印象を受けた。③利用者増加を図るため、運転免許を自主返納した６５歳以上の運賃を半額にする運転免許返納支援や、定期券の種類を増やすなどの利用者ニーズに答える取り組みを行い増収策を講じているが、平成２２年度の市補助金が５千万円を超え高額であることから対応に苦慮しているように見受けられた。島部については、地理的に特殊な環境下にあるため、本市の取り組みには参考にならないものと思われるが、陸上部の取り組みについては本市における財政負担の課題と共通する部分があるように思われた。


